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令 和 ８ 年 １ 月 １ ９ 日 

京都市消防局総務部総務課 

 

令和 7 年中 災害発生状況 

 

１ 火災の概況 

⑴ 火災件数 

  ア 火災件数は２８８件で、前年に比べて２１件の増加となった。 

  イ 令和６年に続き、３年連続の増加となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和７年 令和６年 増 減 増減率 

火 災 件 数 ２８８件 ２６７件 ＋２１件 ＋ ７．９％ 
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⑵ 焼損面積及び損害額 

ア 建物の焼損面積は２，９６５㎡で、前年に比べて５０４㎡減少した。 

イ 損害額は３２８，７６２千円であった。 

 

 

⑶ 火災による死者 

  ア 火災による死者は１２人であった（放火自殺者は発生しなかった。）。 

  イ ６５歳以上の高齢者は９人であった。 

  ウ 死者の発生経過は、火災の発見が遅れて逃げられなかった方が５人、避難しようとしたが逃げ

られなかった方が２人、避難後再進入した方、消火しようとして逃げられなかった方が各１人な

どであった。 

（単位：人） 

 令和７年 令和６年 増 減 

死 者 数 １２人 ８人 ＋４人 

 
放火自殺者を除く死者数 １２人 ８人 ＋４人 

 高 齢 者 ９人 ４人 ＋５人 

 

  過去１０年間の火災による死者数（放火自殺者を除く。）            （単位：人） 

※1 ６５歳未満で身体が不自由な方を含む。 

※2 京都アニメーション火災における死者３４人を含む。 

 

 

 

 

 令和７年 令和６年 増 減 

焼 損 面 積 ２，９６５㎡ ３，４６９㎡ －５０４㎡ 

損 害 額 ３２８，７６２千円 ３０６，６１６千円 ＋２２，１４６千円 

 平成

28 年 

平成 

29 年 

平成 

30 年 

令和 

元年 

令和 

2 年 

令和 

3 年 

令和 

4 年 

令和 

5 年 

令和 

6 年 

令和 

7 年 

死 者 数 １４ ８ １０ ４１ ８ ４ ４ １１ ８ １２ 

 高齢者等※ 1 １２ ６ ７ ６ ７ ４ ４ １０ ４ ９ 

 高齢者等以外 ２ ２ ３ ３５※2 １ ０ ０ １ ４ ３ 
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⑷ 主な出火原因別発生状況 

ア 出火原因で最も多いのは、４年連続「たばこ」で４０件となり、次いで「電気機器」が３４件、

「放火（疑い含む。）」が２９件、「こんろ」が２７件であった。 

イ 「電気機器」３４件のうち、リチウムイオン電池が原因となるものは２７件発生した。 

ウ 「天ぷらなべ」が２１件発生し、前年に比べて１２件増加した。 

 

主な出火原因別火災件数                           （単位：件） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 たばこ 
電気 

機器 

放火 

（疑い含む） 
こんろ 

天ぷら

なべ 
コード たき火 

配線 

器具 

令和７年 ４０ ３４ ２９ ２７ ２１ １９ １４ ９ 

令和６年 ３１ ２７ ２３ ２５ ９ ２２ １１ １１ 

増 減 ＋９ ＋７ ＋６ ＋２ ＋１２ －３ ＋３ －２ 
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⑸ 火災種別ごとの発生状況 

  「建物火災」、「車両火災」及び「その他火災」が前年に比べて増加した。 

（単位：件） 

火 災 種 別 令和７年 令和６年 増 減 

建 物 火 災 ２１９ ２１０ ＋９ 

林 野 火 災 １ ５ －４ 

車 両 火 災 ２２ １８ ＋４ 

船 舶 火 災 ０ ０ ±０ 

航 空 機 火 災 ０ ０ ±０ 

そ の 他 火 災 ※ ４６ ３４ ＋１２ 

合 計 ２８８ ２６７ ＋２１ 

※ 「その他火災」とは、空地、田畑、道路、河川敷、ごみ集積場等の火災 

 

⑹ 建物火災における主な業態別発生状況 

ア 一般住宅、共同住宅、併用住宅を合わせた住宅火災は１４８件発生し、前年に比べて１０件増

加し、全建物火災の約６８％を占めた。 

  イ 住宅火災のうち６５歳以上の高齢者が出火責任者となった火災は、５６件であった。 

  ウ 飲食店火災は２９件発生し、前年に比べて１５件の増加となり過去最多の発生件数となった。 

エ 住宅火災における出火原因で最も多いのが、「たばこ」で２３件、次いで「こんろ」が１９件、

「コード」が１６件、「天ぷらなべ」が１５件、「放火（疑い含む）」が１４件であった。 

（単位：件） 

主 な 業 態 令和７年 令和６年 増 減 

住 

 

 

 

 

宅 

一 般 住 宅 ６２ ６９ －７ 

共 同 住 宅 ８２ ６３ ＋１９ 

併 用 住 宅 ４ ６ －２ 

小 計 １４８ １３８ ＋１０ 

飲 食 店 ２９ １４ ＋１５ 

工 場 ・ 作 業 場 １８ １９ －１ 

旅 館 ・ ホ テ ル ５ １０ －５ 

物 品 販 売 店 舗 ４ ７ －３ 

倉 庫 ３ ４ －１ 

事 務 所 ２ ３ －１ 
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住宅火災における主な出火原因                       （単位：件) 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑺ 月別の火災発生状況 

  ア ２月に２８件発生し、前年と比べて１２件増加した。 

  イ 発生件数では、３月（３０件）が最も多く、９月（１７件）が最も少なかった。 

（単位：件） 

月 別 令和７年 令和６年 増 減 

１月 ２４ ２３ ＋１ 

２月 ２８ １６ ＋１２ 

３月 ３０ ２３ ＋７ 

４月 １８ １７ ＋１ 

５月 ２３ ２３ ±０ 

６月 １９ ２３ －４ 

７月 ２５ １９ ＋６ 

８月 ２９ ２８ ＋１ 

９月 １７ １９ －２ 

１０月 ２２ ２４ －２ 

１１月 ２７ ２３ ＋４ 

１２月 ２６ ２９ －３ 

合 計 ２８８ ２６７ ＋２１ 

 

⑻ 行政区別の火災発生状況 

ア 前年に比べて６行政区（上京区、中京区、南区、右京区、西京区、伏見区）で増加し、４行政

区（北区、左京区、東山区、下京区）で減少した。（山科区は同数） 

イ 伏見区、右京区、山科区の順に多く発生した。            （単位：件） 

行 政 区 令和７年 令和６年 増 減 

北 区 １５ １９ －４ 

上 京 区 １６ １０ ＋６ 

左 京 区 ２４ ２７ －３ 

中 京 区 ２６ １９ ＋７ 

東 山 区 ８ １３ －５ 

山 科 区 ３１ ３１ ±０ 

下 京 区 ２２ ２３ －１ 

南 区 ２７ ２５ ＋２ 

右 京 区 ３２ ２５ ＋７ 

西 京 区 ２６ １８ ＋８ 

伏 見 区 ６１ ５７ ＋４ 

合 計 ２８８ ２６７ ＋２１ 

 た ば こ こ ん ろ コ ー ド 
天 ぷ ら 

な べ 

放 火 

（疑い含む） 
電気機器 暖房器具 

令和７年 ２３ １９ １６ １５ １４ １０ ８ 

令和６年 ２０ ２２ １５ ５ １０ １３ １３ 

増 減 ＋３ －３ ＋１ ＋１０ ＋４ －３ －５ 
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２ 救急の概況 

⑴ 救急出動件数及び搬送人員 

ア 救急出動件数は１０６，７４０件で、４年連続で過去最多となった。 

イ １日平均２９２件出動し、４分５５秒に１回出動したことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和７年 令和６年 増 減 増減率 

救 急 出 動件 数 １０６，７４０件 １０４，９９９件 ＋１，７４１件 ＋１．７％ 

救 急 搬 送人 員 ９３，４４３人 ９０，３５０人 ＋３，０９３人 ＋３．４％ 

（単位：件、人） 
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⑵ 事故種別ごとの救急出動件数 

事故種別では、「急病」と「一般負傷」で全体の約８６％を占めた。 

（単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 「一般負傷」とは、「他に分類されない不慮の事故」をいい、転倒、転落等が該当。 

※２ 「その他」は誤報、傷病者がいなかった等、他に分類されない事案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 故 種 別 令和７年 令和６年 増 減 

急 病 ７４，０５７ ７２，９７２ ＋１，０８５ 

一 般 負 傷 ※ １ １８，１５９ １７，６１５ ＋５４４ 

交 通 事 故 ６，３９５ ６，３９８ －３ 

転 院 搬 送 ４，６９１ ４，６９３ －２ 

自 損 行 為 ７３６ ７４１ －５ 

労 働 災 害 事 故 ５９６ ５７３ ＋２３ 

運 動 競 技 事 故 ４９１ ４４９ ＋４２ 

加 害 ４１７ ３６９ ＋４８ 

火 災 ３５５ ３９０ －３５ 

水 難 事 故 １５ １９ －４ 

自 然 災 害 事 故 １ ４ －３ 

そ の 他 ※ ２ ８２７ ７７６ ＋５１ 

合 計 １０６，７４０ １０４，９９９ ＋１，７４１ 

※ 構成比は、表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げが１００％にならない。 
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⑶ 月別の救急出動件数 

ア 月別では、１月、１２月、７月の順に多く発生した。 

イ １月及び１１月が、前年に比べて大きく増加した。 

（単位：件） 

月 別 令和７年 令和６年 増 減 

１月 ９，９４６ ９，０１１ ＋９３５ 

２月 ８，６１２ ８，０３９ ＋５７３ 

３月 ８，８８７ ８，３６６ ＋５２１ 

４月 ８，２１８ ７，９９７ ＋２２１ 

５月 ８，１８４ ８，５２３ －３３９ 

６月 ８，５３３ ８，３５６ ＋１７７ 

７月 ９，５２３ １０，４１７ －８９４ 

８月 ９，４０４ ９，３７３ ＋３１ 

９月 ８，２５５ ８，０２４ ＋２３１ 

１０月 ８，４９３ ８，２５５ ＋２３８ 

１１月 ９，１１６ ８，２８６ ＋８３０ 

１２月 ９，５６９ １０，３５２ －７８３ 

合 計 １０６，７４０ １０４，９９９ ＋１，７４１ 

 

⑷ 行政区別の救急出動件数 

ア 全ての行政区で前年と比べて増加した。 

イ 伏見区、右京区、左京区の順に多く発生した。 

（単位：件） 

 行 政 区 令和７年 令和６年 増 減 

北 区 ７，２７４ ７，０５５ ＋２１９ 

上 京 区 ５，４２８ ５，３１７ ＋１１１ 

左 京 区 １０，３７３ １０，１８８ ＋１８５ 

中 京 区 ９，２２４ ９，１４５ ＋７９ 

東 山 区 ４，０６７ ４，０３５ ＋３２ 

山 科 区 ９，６１１ ９，３６１ ＋２５０ 

下 京 区 ８，９４４ ８，７０３ ＋２４１ 

南 区 ８，５５４ ８，３７９ ＋１７５ 

右 京 区 １３，７８４ １３，５２２ ＋２６２ 

西 京 区 ８，５３７ ８，５１９ ＋１８ 

伏 見 区 ２０，８９４ ２０，７０８ ＋１８６ 

その他（市外） ５０ ６７ －１７ 

合 計 １０６，７４０ １０４，９９９ ＋１，７４１ 
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⑸ 年代別の救急搬送人員 

６５歳以上の「高齢者」は５８，００９人で救急搬送人員全体の約６２％を占めた。 

（単位：人） 

区 分 令和７年 令和６年 増 減 

１ ８ 歳 未 満 
６，０１９ 

（６．４％） 

６，０４２ 

（６．７％） 
－２３ 

１ ８ 歳 以 上 

６ ５ 歳 未 満 

２９，４１５ 

（３１．５％） 

２７，４３２ 

（３０．４％） 
＋１，９８３ 

６ ５ 歳 以 上 
５８，００９ 

（６２．１％） 

５６，８７６ 

（６３．０％） 
＋１，１３３ 

合 計 
９３，４４３ 

（１００％） 

９０，３５０ 

（１００％） 
＋３，０９３ 

※ 括弧内の数値（構成比）は、表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない 

箇所がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 括弧内の数値（構成比）は、表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げが１００％にならない箇

所がある。 

 

（人） 

（単位：人） 
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⑹ 傷病程度別の救急搬送人員（医療機関初診時） 

軽症が６２，４５８人で全体の約６６．８％を占めた。           （単位：人） 

区 分 令和７年 令和６年 増 減 

軽 症 
６２，４５８ 

（６６．８％） 
５８，８３９ 

（６５．１％） 
＋３，６１９ 

中 等 症 
２８，７２８ 

（３０．７％） 
２９，２４９ 

（３２．４％） 
－５２１ 

重 症 以 上 
２，２５７ 

（２．４％） 
２，２６２ 

（２．５％） 
－５ 

合 計 
９３，４４３ 
（１００％） 

９０，３５０ 
（１００％） 

＋３，０９３ 

※ 括弧内の数値（構成比）は、表示単位未満四捨五入の関係で積み上げと合計が一致しない 

箇所がある。 

 

※ 括弧内の数値（構成比）は、表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げが１００％にならない 

箇所がある。 

軽 症：傷病程度が入院加療を必要としないものをいう。 

中 等 症：傷病程度が入院加療を必要とするもので重症に至らないものをいう。 

重症以上：傷病程度が３週間以上の入院加療を必要とするもの及び初診時において死亡が確認さ

れたものをいう 

そ の 他：医師の診断がないもの及びその他の場所に搬送したものをいう。 

 

⑺ 特設救急隊の編成状況 

   突発的な救急多発時には、救急隊の資格を持つ職員で編成している消防隊を、迅速に救急隊（以下

「迅速救急隊」という。）へ変換する運用を実施したほか、夏季における熱中症対策や、冬季におけるイ

ンフルエンザなどの感染症流行による救急需要の増加時には、非常用救急車を活用した特設救急隊を編

成して対応した。 

特 設 救 急 隊 期 間 編 成 理 由 編成部隊数 

迅速救急隊 
１／１～ 

 １２／３１ 

 突発的な救急需要の増加による編成 延べ３７隊 

特設救急隊 夏季及び冬季の救急需要の増加による編成 延べ２０隊 
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３ 救助活動の概況 

⑴ 救助活動件数 

救助活動件数は、１，２５２件で、２年連続での減少となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 事故種別ごとの救助活動件数 

建物事故は９５７件で、全救助活動件数の約７６％を占め、過去最多となった。 

（単位：件） 

 ※１ 建物事故とは、救助用資器材を使用して、建物内から傷病者等を救出した事案。 

  ※２ その他事故とは、低所への転落事案等の他に分類されない事案。 

    

 

 

 

 令和７年 令和６年 増 減 増減率 

救 助 活 動 件 数 １，２５２件 １，２８２件 －３０件 －２．３％ 

事 故 種 別 令 和 ７ 年 （ 件 ） 令 和 ６ 年 （ 件 ） 増 減 （ 件 ） 

火 災 １５ １３ ＋２ 

交 通 ５０ ５１ －１ 

水 難 １７ １４ ＋３ 

自 然 災 害 ０ １ －１ 

機 械 ７ ９ －２ 

建 物 ※ １ ９５７ ９５０ ＋７ 

ガ ス 酸 欠 １０ １１ －１ 

山 岳 ８２ ８４ －２ 

そ の 他 ※ ２ １１４ １４９ －３５ 

合 計 １，２５２ １，２８２ －３０ 

（単位：件） 
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⑶ 月別の救助活動件数 

 月別では、１月に最も多く発生した。                  （単位：件） 

月 別 令和７年 令和６年 増 減 

１月 １３８ １１３ ＋２５ 

２月 １１１ ９７ ＋１４ 

３月 １０２ ９３ ＋９ 

４月 ８６ １１２ －２６ 

５月 ９６ １０８ －１２ 

６月 ９１ ８８ ＋３ 

７月 １１７ １１５ ＋２ 

８月 １１１ １４０ －２９ 

９月 ９１ １００ －９ 

１０月 ９５ １１２ －１７ 

１１月 １１１ ８８ ＋２３ 

１２月 １０３ １１６ －１３ 

合 計 １，２５２ １，２８２ －３０ 

 

＜お問合せ先＞ 

京都市消防局総務部総務課 

電話：０７５－２１２－６６２９ 

※ 構成比は、表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げが１００％にならない箇所がある。 

 


